第１号様式（第７条関係）

平成　　年　　月　　日

　　公益財団法人東京都中小企業振興公社理事長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（本店登記上）
　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　実印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印鑑登録済のもの）

平成２９年度　外国侵害調査費用助成金　交付申請書

下記のとおり助成事業を実施しますので、別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。

記

１　申請テーマ　　　

２　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円　（千円未満切捨）
３　提出部数　　　　　　　２部（正１部・副１部）

４　申請状況

	現在この助成金以外で申請している又は申請予定の知的財産関連の助成事業（国・都・公社等）

	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金申請額
	本申請との関係

	
	
	
	
	経費重複・否

	
	
	
	
	経費重複・否


	直近５年間について知的財産関連の助成金の交付を受けた実績（国・都・公社等）

	年度
	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


５　申請者の概要
	フリガナ
企業名
	
	フリガナ

代表者名
	

	東京都内の登記上

所在地
	〒　　　－

　
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	連絡先

所在地
	〒　　　－

　
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	フリガナ

連絡担当者
	
	部署

役職
	

	E-MAIL
	

	資本金

出資金
	　千円　
	従業員数
	　　　　　　名

	事業開始
	（和暦）　　　　　年　　月　　日

	業　種
	（該当する業種を日本標準産業分類の小分類で記載ください）

	事業内容
	


	年

間

売

上

額

現

状


	主 要 売 上 品 目
	国　　　内
	輸　　　出

（輸　出　先）
	計

	
	１　
	千円
	千円

（　　　　　　）
	千円

	
	２　
	千円
	千円

（　　　　　　）
	千円

	
	３　
	千円
	千円

（　　　　　　）
	千円

	
	４　
	千円
	千円

（　　　　　　）
	千円

	
	５　
	千円
	千円

（　　　　　　）
	千円

	
	合　計　
	千円
	千円

（　　　　　　）
	千円


　　侵害の被害を受けている商品がわかるように記入してください。
６　役員・株主名簿

平成　　年　　月　　日現在　
	役員・株主

（注1）
	氏　　名

（注2）
	役職等

（注3）
	住　　所
	持ち株数
（株）
	持ち株比率（％）
	大企業

に該当

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	役員・株主
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	


（注1）いずれか又は両方を　□（囲い文字等）　で囲む。

（注2）役員は全員記載してください。株主は持ち株数が多い順に記載し、持ち株比率70％を超えるまでは個別に記載してください。全ての株主を記載しない場合、その他の株主を「その他」として一行にまとめていただいても構いません（ただし、株主が企業の場合は全て記載）。

（注3）役員は役職を記載してください。株主は当社との関係及び職業を記載してください。
７　助成事業計画書
	権利侵害事項名
	権利の種類（特許等）：

権利の件名（名称）　：
番号（登録番号等）　：

	出　願　国
	

	出　願　人

共同出願者
	

	１　侵害相手国

　

	２　侵害を受けている商品名、商品の内容

　

	３　当該商品に基づくビジネスの方法、規模（標的顧客、流通経路、市場規模、売上高等）
　

	４　侵害状況（販売時期、侵害の発見時期、侵害に関する情報の入手先、侵害の内容、被害額等について記載してください。また、補充資料として、鑑定資料等があれば添付して下さい。）

　

	５　侵害対策（調査、鑑定、警告、税関での輸入差止申立）の目的･内容

　

	６　依頼先の選定理由

　

	７　他の機関との相談状況（JETROとの相談など）
　


８　外国侵害調査の日程表

	項　　　目
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	4月
	5月
	6月
	7月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	項　　　目
	8

月
	9

月
	10月
	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）項目の欄に計画の実施項目を記載し（例：調査、鑑定、警告、輸入差止申立等）、その実施期間を横の棒線で示してください。（開始と終了は○印で示す。例：　〇――〇）

９　知的財産総合センター・中小企業振興公社等の利用実績

	１　東京都知的財産総合センターへの相談

　□　あり

　□　なし

　□　今後相談予定



	２　東京都中小企業振興公社事業の利用

　□知的財産戦略導入支援事業

　□事業可能性評価事業（　　　　　年度　テーマ　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□販路開拓支援事業　（　　　　　年度　テーマ　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□新製品・新技術開発助成事業

（　　　　　年度　テーマ　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□その他の事業（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□利用予定　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□利用なし



	３　東京都及びその他団体での受賞歴等実績
団体名

年月

受賞名

対象技術

　


10　外国侵害調査の経費見積り及び助成金交付申請額
外国侵害調査の経費

	経　費　内　容
	助成事業に要

する経費（円）

【A】
	消費税(円)

【B】
	助成対象経費(円)

【C（A-B）】
	助成金交付

申請額（円）

【C×1/2】

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


（注１）「助成事業に要する経費」の中に「消費税」が含まれている場合は、消費税額を記載してください

（注２）｢助成金交付申請額｣とは、｢助成対象経費｣の合計に助成率１／２を乗じた額で、助成金交付限度額（２００万円）以内となります。千円未満は切り捨てて記載してください。

11　外国侵害調査の資金計画

資金調達内訳

	区　　　　分
	金　　　　額（円）
	資　金　の　調　達　先

	収

入
	自　己　資　金
	
	

	
	借　　入　　金
	
	

	
	助　　成　　金
	
	

	
	そ　　の　　他
	
	

	
	
	
	

	
	外国侵害調査経費の総額
	
	


（注）｢外国侵害調査経費の総額｣は、上表【A】の｢助成事業に要する経費｣の合計額と一致するように記載してください。

12　申請者の所在地等（完了検査の実施場所）
	企業名　

	所在地　

	電　話　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　

	　　　　　線　　　　　　　駅　　　　　　　口下車　徒歩　　　　分
　　　　　行きバス　　　　　　分　　　　　停留所下車　　　　　分

	最寄り駅又はバス停からの略図




（別紙）平成29年度外国侵害調査費用助成事業　申請前確認書

◎下記事項をご確認、署名、実印押印のうえ、ご提出ください。
	確　認　事　項
	ご回答

	以下のいずれかに該当する法人又は個人事業者である（該当する箇所に○）。
　（　）製造業・その他業種：資本金3億円以下または従業員300人以下
　（　）卸売業　　　　　　：資本金1億円以下または従業員100人以下
　（　）サービス業　　　　：資本金5千万円以下または従業員100人以下
　（　）小売業　　　　　　：資本金5千万円以下または従業員50人以下
　（　）中小企業団体、一般社団法人、一般財団法人
	はい
	いいえ

	大企業（中小企業以外の者：中小企業投資育成(株)、投資事業有限責任組合を除く。以下同様とする。）が単独で発行株式総数又は出資総額の2分の1以上を所有又は出資していない（予定を含む）。
	はい
	いいえ

	大企業が複数で発行株式総数又は出資総額の3分の2以上を所有または出資していない（予定を含む）。
	はい
	いいえ

	役員総数の2分の1以上を大企業の役員または職員が兼務していない（予定を含む）。
	はい
	いいえ

	その他大企業が実質的な経営に参画していない（予定を含む）。
	はい
	いいえ

	平成29年4月1日時点で東京都内に主たる事務所を有し引き続き1年以上事業を営んでいる、又は、東京都内で創業し引き続く事業期間が1年に満たない。
	はい
	いいえ

	法人の場合は、東京都内に登記がある。また、登記事項全部証明書及び都税事務所発行の納税証明書（未決算により提出できない場合を除く）により都内所在等を確認できる。
	はい
	いいえ

	個人事業者の場合は、都内税務署等に提出した個人事業の開業届出書の写し及び都税事務所発行の納税証明書（未決算又は事業税が非課税につき提出できないものを除く）により都内所在等を確認できる。
	
	

	「東京都暴力団排除条例」に規定する暴力団関係者又は遊興娯楽業のうち風俗関連業、ギャンブル業、賭博業等、公社が公的資金の助成先として適切ではないと判断する業態ではない。
	はい
	いいえ

	事業税等を滞納していない。
	はい
	いいえ

	他の助成制度等において同一経費で助成を受けていない。
	はい
	いいえ

	過去に公社・国・都道府県・市区町村から助成を受け不正等の事故を起こしていない。
	はい
	いいえ

	東京都及び公社に対する賃料・使用料等の債務の支払いが滞っていない。
	はい
	いいえ

	民事再生法又は会社更生法による申し立て等、助成事業の継続性について不確実な状況が存在していない。
	はい
	いいえ

	助成事業の実施に当たって必要な許認可を取得し、関係法令を順守している。
	はい
	いいえ

	申請に係る侵害対策の案件数は一件である。また、同一年度において当該助成事業の交付決定を既に受けていない（１年度１社１案件）。
	はい
	いいえ

	平成30年11月30日までに当該調査等を完了し、かつ当該費用の支払いを完了する見込みである。
	はい
	いいえ

	権利侵害等の発生国又は国内で侵害対策上有効な産業財産権等（侵害対策上有効なその他知的財産権を含む。権利行使の妨げとなる契約、事由等が存在していないこと。）を保有している。
	はい
	いいえ

	過去に東京都知的財産総合センターから助成金の交付を受けている者は、「活用状況報告書」を所定の期日までに提出している。
	はい
	いいえ

	上記確認事項の回答に間違いは無く、公募のご案内に記載の内容を確認のうえ、申請を行っている。
	はい
	いいえ


　平成　　年　　月　　日

　　企業名　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　実印
8

